
長期保全計画の作成について

～作成・更新作業の進め方～
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H29施設管理担当者研修会



長期保全計画書作成の目的

長期保全計画書は、施設の機能や性能を良好に保つため、建築物を構成する多くの部品や材料
のそれぞれの耐用年数、取り換え時期を予測し、その時期に必要な費用を想定することにより、
定期的な修繕や改修ができるように備えておくこと、及び施設の管理に携わる職員が保全の重要
性を認識し、「長期的なコスト管理」を行うことを目的に作成するものである。

（青森県県有施設「長期保全計画書作成マニュアル」より抜粋）

施設管理者が施設の機能や性能を良好に保つため、適切な時期に改修工事
をする必要があることを認識し、改修工事のための費用を想定するための参
考となる資料である。
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長期保全計画書の構成内容

・別紙１： 建物の基本情報、基本性能を表したもの

・別紙２： 建物の劣化状況、定期点検結果、修繕工事履歴を表した

もの

・別紙３： 計画的な保全のためのおおよその費用及び時期を表し、

同時に施工した場合、効率的な部位はまとめて修繕した

場合を表したもの

・別紙４： 計画的な保全のためのおおよその費用及び時期を表し、

施工の効率化を考慮しないで修繕した場合を表したもの
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長期保全計画書 別紙１
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長期保全計画書 別紙２
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長期保全計画書 別紙３・４



長期保全計画書作成にあたっての疑問点

・長期保全計画書と言われると身構えてしまう。

・図面の見方がわからない。

・建物の用語がわからない。（PSとは追伸？、スリーブとは袖？、

FDとはフロッピーデスク？、FCVとは新作の車ですか．．．etc.）

・建物の調査に時間がかかりそう。（専門的な機器類が必要？）

・作ってあるのはいいけれど、更新作業がわからない。

・そもそも専門知識がないのでわからない。
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①必要な資料を収集する

②収集した資料を確認する

③書類の内容と施設の状況を確認する

④別紙１を作成する

⑤別紙２を作成する

⑥別紙３を作成する
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新規長期保全計画書作成の進め方

作成完了！！



①資料収集

・長期保全計画書を作成するために必要な資料を集めます。
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竣工図などを探しましょう。

「竣工図」＝「完成図」≠「設計図」…設計図は建てる前の図面



長期保全計画書 別紙１の作成に必要な書類
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土地台帳 新築工事

竣工図

○○設備
設置工事

竣工図

増築工事

竣工図

大規模改修

竣工図

改修工事

竣工図

施設台帳

契約書
完成写真
工事写真
修繕履歴
など

その他

建物台帳

別紙１の作成

都市計画図

建築物などの基本情報



長期保全計画書 別紙２の作成に必要な書類
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劣化度調査

調査票

定期点検

総括表

改修工事

竣工図

増築工事
改築工事

竣工図

日常点検

点検結果

○○設備
設置工事

竣工図

その他

別紙２の作成

施設アセス

劣化状況
調査票

大規模改修

竣工図

契約書
完成写真
工事写真
修繕履歴
など

建築物などの劣化・不具合・改修状況

※増築工事・改築工事や設備設置工事に併せて改修工事を実施している場合がある。



長期保全計画書 別紙３・４の作成に必要な書類
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新築工事

竣工図

○○設備
設置工事

竣工図

増築工事

竣工図

改修工事

竣工図

契約書
完成写真
工事写真
修繕履歴
など

竣工図の種類（新築の場合）
建築工事、機械設備工事、強電設備工事、
弱電設備工事、給排水衛生設備工事、浄化

槽設置工事、エレベータ設置工事、
外構工事、駐車場整備工事など

別紙３・４の作成

改築工事

竣工図

大規模改修

竣工図

建築物などの新設・改修年度



②集めた資料を確認する
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・現在目に見えるものは、いつからあるのか？
どの改修工事が直近のものか？

・これまでに実施した劣化度調査、
施設アセスメント調査の調査票はあるか？

・これまでに実施した定期点検（建築・設備）
の調査結果はあるか？



③書類の内容と施設の状況を確認する
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・いつ、どのような規模・構造で竣工したのか

・いつ、どこを、どのように改修したのか

・これまでの調査や点検でどのような指摘があるか

財産台帳、竣工図、調査票などの内容と
施設の状況が同じか確認し作成する

・どのような設備が設置されているのか



④別紙１の作成について
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新築工事

竣工図

図面リスト 特記仕様書
案内図
配置図

求積図

内部仕上表
外部仕上表

各 階
平面図

断面図
立面図

建具表
展開図
詳細図
構造図
ほか

・建物の図面の代表的な構成



COPYRIGHT 15

特記仕様書 イメージ



COPYRIGHT 16

内部仕上表・外部仕上表 イメージ



④別紙１の作成について
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新築
設備工事

竣工図

図面リスト 特記仕様書
案内図
配置図

配線図
配管図

機器リスト
設備器具表

各 階
設 備
平面図

系統図
詳細図
ほか

・設備の図面の代表的な構成
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特記仕様書 イメージ



COPYRIGHT 19

機器リスト イメージ
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・劣化度調査総括票

平成２１年度までに実施した
劣化度調査の調査結果

⑤別紙２の作成について
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施設アセスメント調査による
劣化度状況調査票（調査票２）

平成２４年度からの施設アセス
メント調査の調査結果

④別紙２の作成について



④別紙２の作成について
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・定期点検総括表

「青森県建築物定期点検要領」に
より実施した点検結果の総括表

・建築物は……３年以内ごと
・建築設備は…１年以内ごと
・昇降機は……１年以内ごと

建築基準法第１２条第２項及び
第４項により点検が義務付けら
れています。
（点検対象外の施設は、日常点検の結果により、
長期保全計画書を作成してください。）

の点検が



⑤別紙３の作成について
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※上表は実際の長期保全計画書別紙3とは若干異なります。



・別紙１に必要項目が入力されているか確認してください。

⑤－１別紙３の作成について
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延床面積・竣工年に間違い
ありませんか？



③－２別紙３の作成について
・別紙３に必要項目が転記されているか確認してください。
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別紙１に入力した、施設名・棟名・竣工年・延床面積・
最終更新年（竣工年と同じ年）が転記されます。



③－３別紙３の作成について
・別紙３の目標使用年数、作成年月・所属・作成者を入力します。

COPYRIGHT 26

目標使用年数は、プルダウンから選択。
作成年月は、計算に使用するため必ず入力すること。



③－４別紙３の作成について

COPYRIGHT 27ここからが本番です。

・③－３までを入力すると下の表のとおり、費用が表示されます。



③－５別紙３の作成について
・最終更新年を修正します。
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更新項目が管理施設に「な
い」ものは削除、「改修済
み」のものは最終更新年を
修正します。



③－６別紙３の作成について
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・電気設備、機械設備も同様に修正します。

管理施設にその設備がある
かどうかわからない場合は、
保全業務受注者、点検業務
受注者又は補修業務受注者
に相談しながら修正してい
くとわかりやすいです。



③－７別紙３の作成について

・修繕費を修正します。
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修繕費欄に作成年度の財政課から提示される
当初予算単価表の修繕単価（H29は庁舎¥440、
校舎¥510）を入力します。



③－８別紙３の作成について
・完成です。保全費合計を確認してください。
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※ 別紙３を作成すると
別紙４に転記されること
から、別紙４の作成は不
要です。



・平成29年4月時点で作成対象施設の91.12%（作成済み施設数：154
／作成対象施設数：169）が作成済みである。

→ 新規作成施設と既存更新施設に分けられる。
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長期保全計画書を作成した一方で･･･

ほとんどの施設において既存の長期保全計画書を更
新する作業が必要である



既存長期保全計画書更新の進め方

①既存長期保全計画書を準備する

②必要な資料を収集する

③別紙１を修正する

④別紙２を修正する

⑤別紙３を修正する
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更新完了！！



①既存長期保全計画書の準備

・作成した計画書はＢＩＭＭＳに登録すること

となっています。ここからダウンロードし、

更新していきます。

※BIMMSの操作方法等はBIMMS操作マニュアルをご覧ください。

保管場所： 職員ポータル→文書管理→施設管理者向けDB→400_BIMMS操作マニュアル
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【登録場所】
各施設 → 電子書庫
長期保全計画書フォルダ



②資料収集
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土地台帳

建物台帳

定期点検

総括表

改修工事

竣工図

増築工事

竣工図

日常点検

点検結果

○○設備
設置工事
竣工図

その他

必要な資料

施設アセス
劣化状況
調査票

大規模改修

竣工図

契約書
完成写真
工事写真
修繕履歴
など

建築物などの基本情報・劣化・不具合・改修状況

※増築工事・改築工事や設備設置工事に併せて改修工事を実施している場合がある。

・既存長期保全計画書を更新するために必要な資料を集めます。

別紙3別紙3 別紙3

別紙3

別紙1 別紙2

別紙2 別紙2
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③別紙１の修正

・別紙１は建築等の概要、電気設備等の概要、
機械設備等の概要を記入しなければいけませ
んが、改修工事により改修した部位が、既存の
部位と変わりなければ、既存の長期保全計画
書別紙１は修正の必要はありません。
例： ボイラーが古くなったため更新する工事



④別紙２の修正
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①

②

③

①劣化度調査等（※1）の概要を追記します。
↓

②定期点検等（※2）の概要を追記します。
↓

③改修工事履歴（※3）を追記します。
↓

別紙２の修正完了です。

※1 劣化度調査とは、建築住宅課が行っていた調査である。行っていない場合は、日常点
検（青森県県有施設保全マニュアル）の概要を追記する。

※2 定期点検等とは、建築基準法第12条に基づく点検である。
※3 契約上工事（工事請負費50万以上で新設も含む）として発注しているもの。
※4 前回作成より劣化度調査等や定期点検等、改修工事を行っていない場合は、①~③を

省略する。



⑤別紙３の修正
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※上表は実際の長期保全計画書別紙3とは若干異なります。

①

②

③

①作成年月、所属、作成者を入
力します。

↓

②最終更新年行に改修した年
を入力します。

↓

③修繕費欄に作成年度の財政
課から提示される当初予算単価
表の修繕単価（H29は庁舎¥440、
校舎¥510）を入力します。

↓
別紙３の修正完了です。
※1 別紙３を修正すると別紙４に転

記されることから、別紙４の修正は
不要です。
※2 前回作成年月より改修工事を
行っていない場合、②は省略します。



⑤－１別紙３の修正詳細

①作成年月、所属、作成者を入力
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作成年月は、計算に
使用するため必ず修
正すること。



⑤－２最終更新年行に改修した年を入力
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改修工事を行った更新項目列の最終
更新年数を修正します。（表は2016年
に冷温水器を改修した場合）

拡大図



⑤－３修繕費欄に修繕単価を入力
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修繕費欄に作成年度の財政課から提示される
当初予算単価表の修繕単価（H29は庁舎¥440、
校舎¥510）を入力します。



長期保全計画書作成の注意点
・ 計画書は施設単位で作成してくだ
さい。ただし、棟により完成年又は
構造が異なる場合は棟ごとに作成
することになります。
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全て別々に作成することとなる。

②Ｂ棟③Ｃ棟

①Ａ棟 ④体育
館

①Ａ棟 S55築 S
②Ｂ棟 S55築 RC
③Ｃ棟 S58築 RC
④体育館 S55築 S

別紙１ 各施設共通

別紙２ 各施設共通

別紙３・４（庁舎用） 校舎用途以外の建物

別紙３・４（校舎用） 県立学校・技専校・消防学校等

別紙３・４（体育館用） 各施設に併設されている体育館

・ 使用するエクセルのシートは施設
により異なります。

・作成（更新）は３年ごと、改築又は大規模修
繕はその都度更新が必要です。



長期保全計画書のＢＩＭＭＳへの登録

作成又は更新した計画書はＢＩＭＭＳに登録してください。

お願い

・更新前の計画書はＢＩＭＭＳから削除してください。

・エクセルは、「.xlsx」で作成してください。

・使用しないエクセルのシートは、削除してください。
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【登録場所】
各施設 → 電子書庫
長期保全計画書フォルダ

長期保全したい建物



長期保全計画書のさらに詳しい作成方法
長期保全計画書の詳しい作成方法は、

○青森県県有施設「長期保全計画書作成マニュアル」

○青森県県有施設「長期保全計画書作成マニュアル」入力要領・記載例

をご覧ください。
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【掲載場所】
ＢＩＭＭＳ
→★Aomori Building 共通書庫用
→電子書庫
→長期保全計画書フォルダ

長期保全計画書の様式も
掲載しています。

又は職員ポータルに掲載しています。
職員ポータル
→文書管理
→施設管理者向けDB
→120_青森県県有施設「長期保全計画書作成マニュアル」



45

長期保全計画書の作成

施設区分 施設数
延床面積
（m2）

概要

大規模施設 27 228,816
・現状確認を行った上で、今後３０年間の長期保全計画の
策定及びＬＣＣを算出

（策定済）

・事務庁舎
・警察署等
・学校施設
・体育館（学校程度）

169 942,190

・長期保全計画は、各施設管理者が策定し、３年ごとに更新
（長期保全計画書作成マニュアルによる）
・ＬＣＣはＬＣＣ試算手法により一括算定済
約135億円/年 → 長寿命化・総量縮小(10％)により約97

億円/年(H25.6月,186施設で試算)

平成２７年度～平成２９年度に作成
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○施設管理担当者の声

• 保全業務の基礎知識、広い知識が必要とされる

• 日常実務の手引きとなる参考書、事例集が欲しい

○県有施設利活用方針（１９年３月）の位置づけ

• 施設の長寿命化の推進のため「適正な維持保全」を図る

• 施設の日常的な維持管理について、より適正で効率的な業
務改善に取り組む

青森県県有施設保全マニュアル（２０年３月策定）

保全マニュアルの整備
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青森県県有施設保全マニュアル 構成
第1章 保全（維持管理）とは？

保全の目的と効果／考え方と分類／必要な書類と体制

第2章 施設の構成と見方・点検

日ごろ気を付けるところ／法定点検と自主点検

第3章 維持管理業務委託の概要

業務の進め方／委託発注の仕方から支払まで／ＢＩＭＭＳの活用

第4章 施設の修繕

故障や不具合を発見したら／修繕の流れ／修繕発注の仕方から支払まで

資料編 ←お役立ち集

（１）法定点検一覧表 別冊 建築物等の法定点検に関する法令集

（２）契約時の金額ベース早見表（施設管理業務委託編、修繕編）

（３）部材・機器の耐用年数一覧

（４）図面の見方

（５）用語解説（索引）
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青森県県有施設保全マニュアル

第1章（3）保全の目的と効果

目 的 効 果

建物及び設備の危険性
を排除すること

安全性の確保と利用者
の健康の確保

できる限り少ないコス
トで運営すること

経済性の確保とＬＣＣ
の低減

施設の持つ機能を十分
に発揮すること

利用者の利便性向上と
職員の業務効率向上

省エネルギーを推進す
ること

地球環境負荷の低減
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青森県県有施設保全マニュアル

第1章（5）保全業務に必要な書類と体制

① 【竣工図】

建築工事、電気設備工事、機械設備工事などの竣工図面

② 【設計内訳書等】

各工事費を算出するための内訳書及び構造計算書

③ 【各種申請書】

建築確認図書、自家用電気工作物保安規定、消防用設備等
設置届など

④ 【その他】

各種取扱説明書及び各種保証書
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平常時と緊急時の業務体制

いざという時のために「一覧表の掲示・携帯」

○管理者、担当者、管理業務委託業者

○病院、警察署、消防署、保健所、電力会社、ガス会社、

水道事業者、電話会社など

○応急復旧・改修を依頼する業者

a．【建物】建築施工業者、屋根防水施工業者、サッシメーカー、

自動ドアメーカーなど

b．【暖房】暖房設備施工業者、ボイラ・暖房機メーカー、エアコンメーカーなど

c．【水回】給排水設備施工業者、トイレ・流しメーカーなど

d．【電気】電気設備施工業者、受変電機器メーカーなど

青森県県有施設保全マニュアル

第1章（5）保全業務に必要な書類と体制
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保全マニュアル等のありか
職員ポータル「文書管理→施設管理者向けDB」

・青森県県有施設利活用方針
・青森県県有施設長寿命化指針
・青森県県有施設「長期保全計画書作成マニュアル」
・青森県県有施設保全マニュアル
・青森県県有施設維持管理基準
・BIMMS操作マニュアル
・平成２３年度からの施設管理担当者研修会資料 など

BIMMS「★Aomori Building 共通書庫用→電子書庫」

※県有施設長寿命化指針、県有施設保全マニュアル（本編のみ）等の公開している資料は、
「県HP→行政経営管理課→青森県のファシリティマネジメント→FM推進事業」にも掲載

職員ポータル「文書管理→全庁文書」

・定期点検要領等（建築住宅課） → 定期点検要領・様式等

・青森県建築保全業務単価表
・清掃業務委託積算基準、運用、数量取扱要領、特記仕様書、記載要領など
・平成１７年度からの施設管理担当者研修会資料
・職員ポータル「文書管理→施設管理者向けDB」に掲載しているもの



長期保全計画書について

★相談等はお気軽に下記までご連絡ください。

行政経営管理課ファシリティマネジメント推進グループ

電話：０１７－７３４－９１２５ 内線：２８８２
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【参考資料】

別紙１

１　建築・設備の概要等

（１）建築等の概要

㎡

（ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝ形式）

（ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝ形式）

（ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝ形式）

㎡

㎡

造 （ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝ形式）

階 階

年 月

□ 金属 □ ｽﾚｰﾄ □ ｶﾜﾗ類 □ 押えｺﾝｸﾘｰﾄのまま

□ 押えｺﾝ+ﾀｲﾙ等 □ 露出砂付け □ ｼｰﾄ防水

□ 塗膜防水 □ 合金メッキ □ その他

□ 外壁なし □ ｺﾝｸﾘｰﾄ打放（+吹付） □ ﾓﾙﾀﾙ塗（+吹付）

□ ALC板 □ ﾀｲﾙ貼 □ 石貼 □ 金属板貼 □ 石綿

□ ﾒﾀﾙｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ □ PC板+ﾀｲﾙ貼 □ 既成ｺﾝｸﾘｰﾄ

□ ｶﾞﾗｽｻﾌｧｰﾄﾞ類 □ 木製 □ その他

□ 床仕上なし □ ｺﾝｸﾘｰﾄ直均し等 □ ﾓﾙﾀﾙ直均し等

□ ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ類 □ ｶｰﾍﾟｯﾄ類 □ 木製ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ □ OAﾌﾛｱｰ

□ ﾀｲﾙ・石貼 □ ﾀﾀﾐ □ その他

□ 仕上げなし □ ｺﾝｸﾘｰﾄ打放 □ 吹付類

□ 塗装類 □ 壁紙 □ ﾀｲﾙ・石貼

□ 木製 □ 岩綿板 □ ﾊﾟｰﾃｨｼｮﾝ

□ 石こうﾎﾞｰﾄﾞ □ 石綿板 □ ｹｲｶﾙ板 □ その他

□ 天井なし □ 石こうボード □ 壁紙 □ 吹付類

□ 岩綿吸音板 □ ｼｽﾃﾑ天井 □ 木製 □ 塗装類

□ 金属製 □ 光天井 □ 石綿板 □ その他

施設名

敷
地
の
概
要

所在地

敷地面積

都市計画区域の内外

防火地域

棟　名

延床面積

用途地域

建築面積

竣工年 西暦

階数 地上 地下

天井仕上

建
物
の
概
要

屋根仕上

外壁仕上

床仕上

壁仕上

構造

- 6 -



【参考資料】

（２）電気設備等の概要

□ 従量電灯 □ 業務用季節別時間帯別電力 □ 融雪用電力A

□ 低圧電力 □ 業務用季節別時間帯別電力Ⅱ□ 融雪用電力AⅡ

□ その他低圧 □ 業務用ウィークエンド電力 □ 融雪用電力B

□ 業務用電力 □ 高圧電力 □ 融雪用電力BⅡ

□ 業務用電力Ⅱ □ その他高圧

配電盤 □ 屋内形 □ 屋外形 □ キュービクル式 □ その他

変圧器 □ 油圧 □ ﾓｰﾙﾄﾞ

進相用ｺﾝﾃﾞﾝｻ □ 高圧 □ 低圧 □ 自動力率調整

形式 □ 屋内形 □ 屋外形 □ 高圧 □ 低圧

原動機 □ ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ □ ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ □ 太陽光 □ その他

用途 □ 建築基準法・消防法に基づく防災負荷 □ その他

蛍光ﾗﾝﾌﾟ □ 省ｴﾈ形 □ 一般形

誘導灯 □ 高輝度形 □ 一般形

非常用照明 □ 電池内蔵形 □ 電池別置形

電気融雪 □ 玄関ポーチ □ 屋上 □ 避難路 □ その他

蓄電池 □ HS □ MSE □ MSE(長寿命） □ その他

用途 □ 非常用照明 □ 受変電制御 □ その他

交流無停電電源装置

用途 □ コンピュータ等 □ 防災用 □ 通信機器 □ その他

自動火災報知設備 □ P形 □ R形 □ G形 □ 副受信機

非常警報設備 □ 非常ベル □ 非常放送

構内交換設備 電話交換機 □ 電子交換機 □ PBX □ VoIPｼｽﾃﾑ

□ 電気時計設備

□ 拡声設備(構内放送設備)

□ 情報表示設備(出退表示装置等）

□ 映像・音響装置

□ 誘導支援装置（音声誘導、トイレ呼び出し装置等）

□ テレビ共同受信設備

□ 監視カメラ設備

□ 防犯・入退室管理設備

□ その他（ ）

方式 □ 共同受信設備 □ 個別対策 □ CATV

□ 常用EV □ 人荷用EV □ 非常用EV □ エスカレーター

電灯設備

電熱設備

静止形電源設備

警報設備

電気供給契約種別

受変電設備

発電設備

電波障害防除設備

その他弱電設備

エレベーター設備

- 7 -



【参考資料】

（３）機械設備等の概要

冷暖房設備

□ 蒸気方式 □ 温水方式 □

□ 局所暖房方式（FFストーブ等） □ 局所冷房方式(エアコン等)

機器 □ 真空式温水発生機 □ 無圧式温水発生機

□ 鋼製ﾎﾞｲﾗｰ □ 小型貫流ﾎﾞｲﾗｰ □ 鋳鉄製ﾎﾞｲﾗｰ

□ 直吸収冷温水機 □ ﾁﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ □ その他

燃料 □ 都市ｶﾞｽ □ 灯油 □ 重油

蓄熱 □ 水蓄熱 □ 氷蓄熱

冷却塔 □ 開放式 □ 密閉式

放熱器 □ ｺﾝﾍﾞｸﾀｰ □ ﾌｧﾝｺﾝﾍﾞｸﾀｰ □ ﾍﾞｰｽﾎﾞｰﾄﾞﾋｰﾀｰ

□ ﾊﾟﾈﾙﾋｰﾀｰ □ ﾕﾆｯﾄﾋｰﾀｰ □ 鋳鉄製ﾗｼﾞｴﾀｰ

空調機 □ ﾕﾆｯﾄ形 □ ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形 □ ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ

方式 □ 三種換気（排気扇） □ 一種換気(熱交換形換気扇)

□ 空調用ポンプ □ ボイラー給水ポンプ □ 真空給水ポンプ

□ オイルポンプ □ 補給水ポンプ

□ 還水タンク □ 膨張タンク □ オイルタンク

□ オイルサービスタンク □ ホームタンク

自動制御設備 □ 中央式監視制御 □ 個別制御

給排水衛生設備

方式 □ 水道直結方式 □ 高置水槽方式 □ 加圧送水方式

水源 □ 公共水道 □ 井戸 □ 雨水利用 □ 排水再利用

ポンプ類 □ 揚水ポンプ □ 自動給水ポンプユニット

□ 深井戸用水中ポンプ

タンク類(受水槽・高置水槽)

□ FRP製 □ ステンレス製 □ 鋼製

排水先 □ 公共下水道 □ 浄化槽

ポンプ類 □ 汚水水中ポンプ □ 雑排水ポンプ

方式 □ 中央式（機械室にボイラーを設置） □ 局所式

温水発生機 □ 真空式温水発生器□ 無圧式温水発生器

□ 暖房ボイラを兼用□ ガス湯沸器

□ 貯湯式電気温水器

ポンプ類 □ 給湯用循環ポンプ

タンク類 □ 膨張タンク □ 貯湯タンク

種別 □ 都市ガス □ 液化石油ガス

種別 □ 屋内消火栓 □ 屋外消火栓 □ 連結送水管

□ ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ □ 連結散水 □ 泡消火

□ 不活性ｶﾞｽ消火□ 粉末消火

ポンプ類 □ 消火ポンプユニット

タンク類 □ 消火用充水タンク □ 呼水槽

冷温水方式(中央式冷暖房)

熱源設備

空調・放熱機器

ガス設備

設備概要

消火設備

換気設備

ポンプ類

タンク類

給水設備

排水設備

給湯設備

- 8 -



【参考資料】

別紙２  施 設 名：

 棟　　名：

１　保全調査・診断等の概要

（１）劣化度調査等の概要

建築

電気

機械

建築

電気

機械

建築

電気

機械

（２）定期点検等の概要

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

（３）修繕工事履歴

工事概要

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

修繕箇所

調査結果の概要実施年月

調査結果の概要

年

実施年月

実施年月

年 月

月

年 月
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別紙３　【参考資料】
長期保全計画表 庁舎用 年 月

棟名 年

㎡ 経過年数 年 残年数 年 年

（千円）

経過年数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

未更新 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 計

20 8,550

20 5,630

20 11,200

20 3,590

20 2,890

40 8,820

40 5,240

40 9,550

40 1,130

40 4,270

40 8,030

40 10,700

40 1,570

40 11,500

40 10,500

40 15,700

40 8,190

20 3,170

40 1,940

40 4,490

40 470

40 2,070

20 860

40 6,560

40 8,630

40 6,710

20 9,300

20 1,300

20 7,440

20 4,900

20 1,100

40 1,490

40 17,000

20 6,900

20 380

40 1,100

40 2,360

20 80

40 5,230

20 40

40 920

40 1,530

40 2,860

20 260

40 1,030

490

建築

空調配管類（弁類共）

給水ﾎﾟﾝﾌﾟ

受変電設備機器

ﾃﾚﾋﾞ共同受信設備機器

冷暖房用ﾎﾟﾝﾌﾟ類

換気機器（熱交換型）

冷温水器

給水ﾀﾝｸ類

排水配管類

排水ﾎﾟﾝﾌﾟ

目標使用年数

自家発電設備機器

非常警報設備機器

内部天井

外部ｱﾙﾐ建具

ｱﾙﾐ笠木

内部鋼製建具

外壁吹付塗材

外壁ｼｰﾘﾝｸﾞ

未更新
＋
計

金属屋根（ｶﾊﾞｰ工法）

塗膜防水

目標更
新周期
（年）

標準更新
単価

（円／㎡）

衛生器具類

作成年月

施設名

延床面積

所　　属

作 成 者竣工年（西暦）

最終更新年

（年）

冷却塔

給湯ﾀﾝｸ類

更新項目

外部鋼製建具

建
築

保全費合計

建　　　築　　計

消火栓、配管類

修　　繕　　費

空調機器

給湯配管類（弁類供）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設備

項目

電気設備　　計
保全費小計

冷暖房用ﾀﾝｸ（ｵｲﾙﾀﾝｸ含む）

給湯ﾎﾟﾝﾌﾟ

機械設備　　計

自動制御機器

消火ﾎﾟﾝﾌﾟ

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水押さえｺﾝ※1

内部床

内部壁

木製建具

電
気
設
備

機
械
設
備

構内交換設備機器

電気時計器具

拡声器具

自動火災報知装置

電灯設備機器

動力設備機器

暖房配管・暖房器具

ﾎﾞｲﾗｰ

給水配管類（弁類共）

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

（
千
円
）

建築+電気＋機械+修繕 計 未更新計 累計

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

0年 2年 4年 6年 8年 10年 12年 14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 28年 30年

（
千
円
）

建 築 計 電気設備 計 機械設備 計 修 繕 費 計 未 更 新 計年別項目別保全費

0千円

0%

0千円

0%
0千円

0%

0千円

0%

0千円

0%

項目別保全費

建築 電気設備 機械設備 修繕 未更新

保全費累計
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別紙４　【参考資料】
標準的な更新シート 庁舎用 年 月

棟名 年

㎡ 経過年数 年 残年数 年 年

（千円）

経過年数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

未更新 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 計

30 8,550

20 5,630

30 11,200

15 3,590

15 2,890

40 8,820

30 5,240

30 9,550

30 1,130

30 4,270

30 8,030

30 10,700

40 1,570

30 11,500

30 10,500

25 15,700

25 8,190

20 3,170

25 1,940

25 4,490

25 470

25 2,070

20 860

30 6,560

30 8,630

40 6,710

20 9,300

15 1,300

20 7,440

20 4,900

20 1,100

30 1,490

25 17,000

15 6,900

20 380

30 1,100

25 2,360

15 80

30 5,230

20 40

30 920

30 1,530

30 2,860

20 260

30 1,030

490

建築

保全費合計

保全費小計
建　　　築　　計

電気設備　　計

機械設備　　計

修　　繕　　費

機
械
設
備

ﾎﾞｲﾗｰ

暖房配管・暖房器具

冷温水器

消火栓、配管類

冷暖房用ﾀﾝｸ（ｵｲﾙﾀﾝｸ含む）

空調配管類（弁類共）

給湯ﾎﾟﾝﾌﾟ

給湯ﾀﾝｸ類

自動制御機器

換気機器（熱交換型）

冷暖房用ﾎﾟﾝﾌﾟ類

給湯配管類（弁類供）

衛生器具類

消火ﾎﾟﾝﾌﾟ

給水ﾎﾟﾝﾌﾟ

給水ﾀﾝｸ類

給水配管類（弁類共）

排水ﾎﾟﾝﾌﾟ

排水配管類

冷却塔

空調機器

自動火災報知装置

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設備

電
気
設
備

受変電設備機器

自家発電設備機器

電灯設備機器

動力設備機器

拡声器具

ﾃﾚﾋﾞ共同受信設備機器

非常警報設備機器

構内交換設備機器

電気時計器具

項目 未更新
＋
計

内部鋼製建具

木製建具

内部床

建
築

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水押さえｺﾝ※1

塗膜防水

金属屋根（ｶﾊﾞｰ工法）

外壁吹付塗材

外壁ｼｰﾘﾝｸﾞ

外部ｱﾙﾐ建具

外部鋼製建具

内部天井

ｱﾙﾐ笠木

内部壁

延床面積 目標使用年数

更新項目
目標更
新周期
（年）

標準更新
単価

（円／㎡）

最終更新年

（年）

作成年月

所　　属

施設名 作 成 者竣工年（西暦）

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

（
千
円
）

建築+電気＋機械+修繕 計 未更新計 累計

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

0年 2年 4年 6年 8年 10年 12年 14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 28年 30年

（
千
円
）

建 築 計 電気設備 計 機械設備 計 修 繕 費 計 未 更 新 計年別項目別保全費

0千円

0%

0千円

0%

0千円

0%

0千円

0%
0千円

0%

項目別保全費

建築 電気設備 機械設備 修繕 未更新

保全費累計
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